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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、

平成 20 年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について、教育委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、議会に提出するとともに、公表することが義務付けられました。また、点検及び

評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものと

するとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 27 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 3項の規定により事務局職

員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな

ければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 平成 26 年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方

針について 

 

新宿区教育委員会では、平成 26 年第 7 回教育委員会定例会において議決した「平

成 26 年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基

づき、点検及び評価を実施します。 

 

１ 趣旨 

○ 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の

改善の方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

○ 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表す

ることにより、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、個別事業の前年度の進捗状況を総括するとともに、課題や今後

の方向性を示すものとし、年 1 回実施する。 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定

し、翌年度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ

提出するとともに公表する。 

 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

○ 日時 7 月 22 日 10:00～12:00 

○ 本庁舎 3 階 302 会議室 

○ 学識経験者 

・ 児島 邦宏 氏 東京学芸大学名誉教授 

・ 菅野 靜二 氏 早稲田大学大学院教職研究科非常勤講師 

・ 勝野 正章 氏 東京大学大学院教育学研究科教授 

○ 内容 

平成 25 年度個別事業実績説明及び意見聴取 

新宿区教育委員会の取り組み内容、教育課題についての意見交換 

 

 

第４ 平成 25 年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ

臨時会を開催しています。平成 25 年度は、定例会 12 回、臨時会 6 回を開催し、議案

57 件、報告 52 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

 教育委員会では、これまでいじめの防止等のためスクールカウンセラーやスクールソ

ーシャルワーカーを各学校へ派遣しているほか、各学校において人権教育や心の教育等

の推進、年 3 回「ふれあい月間」を設けて子ども同士の友人関係や日頃の教員の指導の

あり方を見直す機会とするなど、様々な取り組みを行ってきました。平成 25 年 9 月に

「いじめ防止対策推進法」が施行されたことを踏まえ、改めていじめ防止等のための理

念と基本的な方針を作成することにより、教育委員会としていじめに対する姿勢を明確

にするとともに、各学校のいじめ防止等の取り組みの充実を図ることを目的として「新
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宿区いじめ防止等のための基本方針」を策定しました。 

策定に当たっては、学校、ＰＴＡや関係諸機関の意見を踏まえ教育委員会で協議を重

ねて、平成 26 年 3 月の教育委員会の会議で決定しました。 

この基本方針は、いじめはどの学校、どの子どもにも起こりうるとの認識に立ち、い

じめの早期発見に努めるととともに、家庭・学校・地域や関係機関等と連携し、これを

解決することなどを基本理念として定めています。また、より実効性のある取り組みに

するため、この基本方針だけではなく、いじめの未然防止に向けた早期発見、早期対応

の実践的な取り組み例をまとめた「いじめ防止プログラム」を作成して、各学校へ提供

しました。さらに、いじめにとどまらず各学校における様々な問題について効果的に対

応する組織を検討し、平成 26 年 4 月 1 日に学校問題支援室と学校問題等調査委員会を

設置しました。 

 

＜主な取り組み＞ 

 義務教育を行う区立小学校・中学校においては、子どもの学力の状況を的確に把握し、

基礎的・基本的な学力が十分身についていない子どもへきめ細かな学習支援を行うとと

もに、伸びる子どものより発展的な学習を支援し、一人ひとりの子どもの学力をさらに

高めることが必要です。 

 教育委員会では、学習指導支援員を全小・中学校に合計 58 名配置し、学校運営の様々

な課題への対応を支援するとともに、少人数指導や習熟度別指導など、子どもの実態に

応じたきめ細かな指導を行っています。 

 さらに、全小・中学校において学習支援員を配置し、放課後や長期休業日等を活用し

て、学習意欲や学習習慣に課題のある子どもに対して一人ひとりの学習到達状況に応じ

たきめ細かな指導を行うとともに、自学自習する子どもへの支援を行っています。 

 また、子ども一人ひとりの状況に応じた指導を行うためには、教員の指導力を高める

ことが重要です。学校支援アドバイザーの派遣を行い、若手教員やミドルリーダーへの

指導、人材育成のための管理職への助言を行っています。 

 あわせて各学校では「学力向上のための重点プラン」を作成し、教員の指導方法の工

夫・改善を図っています。 

平成 25 年度は学校図書館の充実に向けた取り組みを重点的に行いました。平成 25

年 4 月から新たに、全ての小・中学校の学校図書館に学校図書館支援員を定期的に配置

しています。司書又は司書教諭の資格を持つ学校図書館支援員は、子どもたちへ借りた

い本のある場所を教えたり、レファレンス（資料・情報探しの支援）や読み聞かせなど

を行い、学校図書館を活用した学習や読書活動を支えています。あわせて学校図書館内

の展示を学習に結びつくように工夫したり、書架の整理、館内での授業を想定した学習

スペースの配置など、学校図書館を使った学習支援の下地づくりを行いました。さらに

学校の図書購入予算を充実させ読書活動のほか調べ学習に必要な図書についても積極
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的に購入しているほか、学校図書館システムを構築して、蔵書管理が効率的・効果的に

行えるようになるとともに、図書の検索が容易になりました。 

 このほか、順次導入を推進している地域協働学校について、平成 26 年 4 月に、平成

25 年度準備校であった小学校 3 校を指定校とするとともに、学校の意向を踏まえて新

たに小学校 8 校、中学校 3 校を準備校としました。また、緊急震災対策に基づき中央図

書館及びこども図書館を、旧戸山中学校の校舎を改修して平成 25 年 7 月に移転しまし

た。 

 

 

＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は、定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等の説明を受けるとともに、授

業の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員会

が指定した学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほか、

新宿区立中学校生徒会役員交流会で生徒会役員の生の声を聞いたり、保護者代表者懇談

会でＰＴＡ役員の方々と意見交換を行いました。 

今後も、学校訪問などの機会を通じて、教員や保護者などとの意見交換の場を持ち、

現場の実態を踏まえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対応していきます。 

学校訪問実施校数：21 校・園 

研究発表校数：6 校・園 

 新宿区立中学校生徒会役員交流会：平成 25 年 12 月 25 日 

 保護者代表者懇談会：平成 25 年 11 月 6 日 

 教育委員と区長との懇談会：平成 25 年 10 月 30 日 

  テーマ：「教育委員会と区長部局との連携について」 
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第５ 新宿区教育ビジョンの概要及び主な個別事業 

 

１ 3 つの柱と 14 の課題 

 

 

 

 

 

変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・

体のバランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習

の状況、心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ば

す、より質の高い学校教育を実現します。 

 

課題１ 確かな学力の向上  

○  義務教育で身につけるべき基礎学力を保証するために、特に、基礎的・基本的な学力

が十分身についていない子どものための対策を講じ、すべての子どもが確実に基礎学力

を身につける指導を徹底します。 

○  変化の激しい時代に求められる思考力・判断力・表現力等を養うため、活用型・探究型

の学習指導を実践します。また、異なる文化との共存や国際協力の必要性があることや、

環境問題やエネルギー問題といった地球規模での課題解決のための科学技術系の人材

育成が求められていることから、外国語教育と理数教育を充実します。 

○  学習意欲を高めるため、主体的に学ぶ機会を充実します。また、家庭における学習習慣

の定着にむけた取り組みを進めます。 

 

課題２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○  豊かな人間性や社会性をはぐくみ、子ども一人ひとりに自信をもたせ、自分自身を肯定

的に受け止め、良い面を見い出すことができる感情を養います。 

思いやりの心を育て、互いの命の大切さについても考えさせるとともに、子どもたちが社

会における自己の役割について考え、社会の一員であることの認識を深めます。 

また、伝統文化理解と郷土新宿に愛着をもち地域の発展に寄与したいと思う気持ちを育

成します。 

○  スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取り組みを進めるとともに、学校・家

庭・地域が連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣など健

康的な生活習慣の形成を促します。 

 

 

 

     子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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課題３ 言語・体験活動の充実  

○  調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深

め、思考・判断など知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高

めます。 

○  教育活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ど

も一人ひとりの実践的な態度・能力を育成します。 

○  子どもの日々の生活のなかに読書の時間を確実に取り入れることができるようにするなど、

読書に親しむ環境を整えます。 

 

課題４ 就学前教育の充実  

○  就学前の子どもに対する保育・幼児教育の機会を充実するとともに、施設の選択の幅を

広げ、保護者が公私立の「幼稚園」・「保育園」・「子ども園」を個々のニーズに応じて選択で

きる社会の実現を図ります。 

○  区立幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれのよさと特性

を学び合い、互いの保育内容の一層の充実を図ります。また、交流や研修等については、

就学前の子どもの育ちをともに担う、私立の幼稚園や保育園にも働きかけていきます。 

○  区内の子育て支援を担う施設と十分に連携しながら、幼稚園における子育て支援機能を

充実します。 

 

課題５ 連携教育の推進  

○  幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、小学校と幼稚園・保育園・子ども

園との連携を十分に図り、相互の教育と連続性についての共通理解を進めます。 

○  中学校において、生徒がスムーズに中学校生活をスタートすることができるよう、小学校

段階の教育内容を再度取り上げて繰り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が

授業を見合う、共同して授業をする等、相互交流の一層の促進を図ります。 

    また、各教科の連携プログラムを活用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確

かな学力の向上につなげます。また、小学校において、教科担任制の検討を進めます。 

 

 

  



7 

 

 

 

子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地

域に根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の

多様な要請にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実

現します。 

 

課題６ 地域との連携による教育の推進  

○ 地域の住民や保護者等が学校運営や学校評価に参画するしくみを構築します。 

また、地域に開かれ信頼される学校を実現するため、保護者や地域の住民の意見や要望

を的確に反映させ、それぞれの地域の創意工夫を活かした学校づくりを目指します。 

○ 地域に根ざした学校づくりを進めるため、学校と地域をつなぐスクール・コーディネーター

などの一層の活用を図るとともに、地域が学校を支援する組織づくりを支援します。 

また、新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、学習教材として、地域の歴史、

芸術、文化等の資源をより積極的に活用します。 

 

課題７ 家庭の教育力の向上と活動支援  

○ 保護者が、家庭教育における自らの役割や重要性を自覚し、自信をもって子どもを育て、

必要なしつけができるような学習の機会や場を充実します。 

  また、保護者の学校行事や地域活動への参加のきっかけづくりや、家庭教育等の講座終

了後も自主的な活動や保護者どうしのつながりが継続するしくみづくりなど、多様な形態によ

る家庭の教育力の向上を支援していきます。 

○ 保護者が保護者会へのかかわりや、ＰＴＡ活動への参画意識を高めるための支援体制を

充実させます。 

また、地域文化部や子ども家庭部等と連携し、ＰＴＡ活動と地域の様々な活動団体との協

力関係を築いていきます。 

 

課題８ 地域の知の拠点としての図書館の充実  

○ ライフステージに合わせた読書活動を推進し、図書資料の提供だけではない地域の人々

との学びあいや地域社会における様々な情報と人の交流を通じて「情報と出会う」広がりをも

ったサービスを提供していきます。また、区内全域に向けての情報発信機能を強化し、地域

や大学などとの連携や協働をより一層推進するなど、中央図書館の機能を見直し、図書館

サービスを再構築します。 

地域図書館を身近な「地域の知の拠点」として位置づけ、区民の読書活動を支援し、ビジ

ネス情報、医療・健康情報など区民の知りたい要望にこたえ、生活に役立つ情報支援を行う

など、地域文化の発展に寄与していきます。 

○ 図書館が事業主体となって、家庭や地域、学校と連携して発達段階に応じた読書活動を

推進することにより、子どもが読書を通じて生涯にわたり学習し、自己実現を図るきっかけづ

      新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 
柱２ 
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くりを行います。 

 

課題９ 子どもの安全の確保  

○ 子どもを巻き込んだ事件・事故から、子どもの安全を守るため、安全教育や危機回避能力

の育成、危機管理意識の啓発活動を絶え間なく行っていく必要があります。併せて、保護者

や地域の方を巻き込んで、通学路や日頃の生活の場でも子どもの安全を守る意識の向上を

図ります。 

また、メディアなどからの様々な有害情報やネット利用の危険性から子どもを守るために

は、学校での情報モラル教育を通して子どもに正しい対応の方法を身につけさせるとともに、

家庭の協力を得て家庭等での利用に関するルールづくりなどを進めていきます。さらに、事

件・事故や自然災害から子どもの安全を確保するため、すべての小・中学校において教育

指導と施設管理面における学校安全を実現していきます。 

 

 

 

 

 

子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力

を備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校

を実現します。 

 

課題 10 学校の適正規模の確保と適正配置  

○ 子どもたちのよりよい教育環境の実現に向け、適正な規模の学校を適正に配置するととも

に、老朽化した学校施設の整備を計画的に進めていきます。 

○ 今後、統合において新校舎を建設する場合、高機能かつ多機能で変化に対応しうる弾力

的な施設環境と健康的で豊かな教育環境を確保し、地域の生涯学習やまちづくりの核として

の施設整備を行います。また、自然環境に配慮するとともに、省資源、省エネルギーを考慮

した施設を建設します。 

 

課題 11 学校の経営力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営を行っていくため、

校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募制など人事権の拡充に向けた取り組みを進め

ます。 

また、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた組織マネジ

メント能力の向上を図る研修を充実します。 

○ 学校の情報化による事務の効率化を図るとともに、適切な事務分掌と分担を徹底するなど、

学校の事務体制の見直しを行います。 

○ 子どもや保護者が自らの判断と責任で子どもに適した学校を主体的に選択できるよう、学

校の情報の提供に努めるとともに、アンケート等による検証を行い、学校選択制度の適切な

     時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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運営を図ります。 

 

課題 12 教員の授業力の向上  

○ 教職員それぞれの経験と職層に応じた研修を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上

を図ります。また、校・園内研究や研究発表などを通して教員の自主的な研修意欲の高揚を

評価・奨励し、教員が自ら学ぶ意欲をもつ風土の醸成を図ります。 

○ 学校の情報化を進め、「わかる授業」を実践するとともに、教員どうしが情報を共有し、相

互に教材を開発・活用できる環境づくりを進めます。 

これにより、児童・生徒の学習意欲の向上や学習理解を深めるとともに、教員間の効率的

な学び合いなど、教育の内容・方法・手段等の改善につなげていきます。 

 

課題 13 支援を要する子どもに応じた教育の推進  

○ いじめ、不登校にかかわり、各学校、教育センターにおける取り組みを充実させ、ひきこも

り・不登校児童・生徒の出現ゼロを目指します。 

また、教育センターの教育相談体制を整備するとともに、教育相談室やつくし教室と学校

の連携を進めます。家庭に課題のある場合については、地域の様々な機関や民生委員、児

童委員等とのネットワークを広げ、家族ぐるみの支援を行っていきます。 

○ 障害のある子どもたちにとっては、幼児期からの支援が大切であることから、保育園、子ど

も総合センターなどとの連携を図り、幼児の保護者への働きかけや幼稚園と小学校の保護

者の連携を進め、早期からの支援に努め、就学前から卒業まで一貫した適切な指導や支援

を行うことのできる体制を整備します。 

○ 日本語がわからない状態で日本の学校に転入してくる幼児・児童・生徒に日本の学校生

活に慣れ、日本での生活が円滑に行われるように日本語の初期指導を行うとともに、必要な

教科学習の支援を行います。 

 

課題 14 学校施設の整備  

○ 教育環境の整備として、安心して学べる学校施設を目指し、施設の保全を図るとともに時

代に即した改修を進めていきます。 

また、環境に配慮した学校施設のあり方について、CO₂削減等の環境に配慮した設備の

導入や屋上緑化・壁面緑化等の実施など、様々な可能性を検討しながら推進していきます。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる 

個別事業の点検及び評価 

 

 

 

（１）点検・評価シート 

 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 各事業の目的や主な内容について記載しています。 

年次別 

計画の 

記載の 

ある事 

業のみ 

平成 23 年度末の状況 各事業の平成 23 年度末における状況を記載しています。

平成 27 年度末の目標 

（平成 25 年度当初時点） 

各事業の平成 25 年度当初時点における平成 27 年度末の

目標を記載しています。 

平成 25 年度当初の計画 各事業の平成 25 年度当初の計画を記載しています。 

Ａ欄 
平成 25 年度の取り組

み状況、成果（数値） 

各事業の平成 25 年度の取り組みの状況や、実績値等を記

載しています。 

Ｂ欄 

平成 25 年度の取り組

み状況の評価、事業目

的・平成 27 年度末の目

標達成に向けた課題等 

Ａ欄に対する評価及び、事業目的や平成 27 年度末の目標

達成に向けた課題等について記載しています。 

Ｃ欄 
改善内容、今後の取り

組み方針 

Ｂ欄における評価結果や課題等を受け、今後の改善内容

や取り組み方針を記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜平成 25 年度及び平成 26 年度の主要事業について＞ 

 

① いじめ、不登校対策 

９ 人権教育の推進 （教育指導課）…P.13 

１９ スクールカウンセラーの派遣 （教育支援課）…P.17 

５０ 情報モラル教育の推進 （教育支援課）…P.29 

６５ 児童・生徒の不登校対策〔実行計画〕 （教育支援課）…P.35 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 各学校のスクールカウンセラーについては相

性もあると思うが、できるだけ長い間、同じス

クールカウンセラーに相談できた方が、子ども

たちにとって安心感があるのではないか。この

ような観点からの計画的な配置も考慮していた

だきたい。 

また、スクールカウンセラーが保護者の相談

を受ける際、子育てに悩みを抱えているなどの

全般的な問題に対してどのようにアプローチし

ていくかが重要である。例えば家庭教育学級で

の講演や保護者会への参加、あるいは家庭教育

ワークシート作成への参画等、「保護者全体に対

する啓発」という側面からのアプローチが重要

である。 

 

 

 

・ ＳＮＳによるいじめの問題を生徒会の重点的

な取り組み課題としているが、どう対応すべき

か分からないという話を、区立中学校を訪問し

た際に伺ったことがある。例えば「夜 9 時以降

は禁止」といった一定のルールがあれば、それ

を根拠に、いじめにつながるやりとりを断れる

という子どももいる。生徒会で手をこまねいて

いるのは、自分にはそのつもりがなくても、周

囲からメッセージが来てしまうため付き合わざ

るを得ないという状況ではないか。他自治体で

はＳＮＳを規制している例もあるようだが、学

校現場に対応を委ねるのか、教育委員会で何ら

・ スクールカウンセラーは非常勤職員で、任用

期間は１年間です。 

例年、派遣先の学校長に、スクールカウンセ

ラーの勤務状況についての評価を含めた調査を

行うとともに、スクールカウンセラーとヒアリ

ングを行い、次年度の派遣先校を総合的に検

討・決定しています。派遣校の変更はある程度

やむを得ないと考えておりますが、今年度は更

新するスクールカウンセラー12 名のうち 11 名

が派遣先校の変更を行わないなど、同一校へ長

期の派遣となるよう配慮しています。 

スクールカウンセラーは心理の専門家であ

り、個別の相談だけではなく、保護者会等で講

演をすることは大切です。ご指摘にあるように、

スクールカウンセラーが参加できる場について

検討していきます。 

 

・ 情報モラル教育の推進については、今年度、

出前授業や夏季集中研修のなかで、情報モラル

に関する講座を 3 講座設けるなどの取り組みを

行ってきました。 

ＳＮＳの使用に一定のルールを設けるなどの

対策については、現時点では学校ごとに対応し

ていく内容と捉えています。同時に、保護者や

ＰＴＡと協力して制限すべきか、あるいは子ど

も一人ひとりが正しく行動できるよう指導する

ことに力点を置くべきかについて、教員向けの

研修等、今年度の取り組みを検証しながら、Ｐ

ＴＡ等と連携しつつ、検討していきます。 
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かの対策を講じるのか検討すべきである。 

 

・ 中学校に入学した際に不登校が多くなるなど

の中 1ギャップに対して、小中連携の視点から、

小学校 6 年生あるいは中学校 1 年生に対するど

のような指導がどのような成果につながってい

るのか、検証する必要がある。 

また、不登校が増えた際の原因分析はよくな

されるが、減った際の分析はほとんどされない。

どのような施策や指導が有効であったのか調査

し、スクールカウンセラー等により質的な分析

ができれば、学校現場における指導に有効であ

ろう。 

 

・ いじめ防止対策については、方針の策定や、

早期発見のためのアンケートの実施等、各学校

でさまざまな対策が取られているものと思う

が、人権教育の面からも、また具体的ないじめ

防止対策の面からも、児童会生徒会における活

動等で、児童・生徒自身の主体的な取り組みを

励ましてほしい。 

また、人権教育にあたっては、「命の教育」と

いう視点も重要であり、相互に関連づけて指導

していくことが必要である。 

 

 

・ 児童・生徒の不登校対策については、スクー

ルソーシャルワーカーの定期派遣や小中連携シ

ートの活用等により効果が出てきています。特

に、小中連携シートは 4 月の早い段階で各学校

に送付することにより、中学校で効果的に活用

されています。 

今後は、年度内に不登校が解消された事例等

について、その過程等を、関係者へのヒアリン

グを通じてより詳細に把握していくとともに、

関係機関との連携をさらに充実させるよう検討

していきます。 

 

・ いじめ防止対策については、昨年度の中学校

生徒会役員交流会において「いじめ防止」をテ

ーマとして取り上げ、各校の取り組みについて

の意見交換等を通じて、生徒会における生徒主

体の取り組みにつなげています。 

また、生命尊重の教育は、人権教育の普遍的

な視点の一つです。これまでの区立学校等の研

究成果を踏まえつつ、人権尊重教育推進委員会

で作成する資料や初任者研修等の研修会、生活

指導主任会等の主任会において、適宜、生命尊

重の教育の視点を取り入れ、指導につなげてい

きます。 
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② 地域協働学校の推進 

３３ 地域協働学校（コミュニティ・スクール）の推進〔実行計画〕（教育支援課）…P.21 

３５ 学校評議員制度の活用 （教育支援課）…P.21 

３７ スクール・コーディネーターの活動 （教育支援課）…P.23 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ スクール・コーディネーターと学校評議員制

度がうまく学校を変えていく力となり、新宿区

では地域協働学校がよい形で増えている。 

しかし、小学校 15 校、中学校 6校が未だ地域

協働学校に指定されていない。地域協働学校に

対する意識を高め、指定校を着実に増やしてい

くには、地域協働学校はひとつの形を押し付け

るものではなく、地域ごと、学校ごとの形があ

りうることを理解してもうことが有効ではない

か。また、学校評議員同士や地域協働学校の運

営委員同士が、普段から連絡と交流を密にする

ことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 先日伺った地域協働学校の指定準備校では、

スクール・コーディネーターが、その役割につ

いてはっきりとした認識を持っている印象を受

けた。また、学校評議員も活発であった。 

今後は「特色ある教育」、「スクール・コーデ

ィネーター」、「学校評議員」それぞれの結び付

きを地域協働学校に収斂させ、整理することに

よって、地域協働学校自体が地域に根付いた役

割を果たせるのではないかと考える。 

・ 地域協働学校の指定については、第二次実行

計画に基づき、平成 26 年 4 月に小学校 3校を指

定するとともに、小学校 8 校、中学校 3 校を準

備校としました。この準備校 11 校は平成 27 年

度の指定を予定しており、第二次実行計画の目

標達成を見込んでいます。残りの学校について

も、各校の状況や地域の実情に配慮しつつ、教

職員や学校評議員等への丁寧な説明を通じて、

地域協働学校に対する意識を高めていくほか、

各指定学校・準備校の実例を紹介していくこと

で、これから指定を目指す学校が円滑な導入を

図れるよう支援していきます。 

また、こうしたなかで、学校評議員同士や地

域協働学校運営協議会委員同士の交流が、地域

協働学校の円滑な導入や運営に大変有意義なも

のと考えており、今後、評議員・協議会委員の

方々が交流の機会を持てるよう、検討していき

ます。 

 

・ スクール・コーディネーターは、学校と地域

の連携をより円滑にするため、両者のパイプ役

を担っています。地域協働学校の拡大にあわせ

て、スクール・コーディネーターが学校運営協

議会と連携していくことで、学校と地域双方に

とっての地域協働学校の効果を、より一層高め

ていきます。 

また、特色ある教育活動については、学校の

ニーズに応じつつ地域の人材や資源をさらに活

かすため、学校運営協議会でも討議を行うよう、

各校へ促していきます。関連事業との整理等に

ついて、地域協働学校の拡大にあわせて総合的

に検討していきます。 
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③ 学校図書館の充実、子ども読書活動の推進 

２４ 学校図書館の充実〔実行計画〕 （教育支援課）…P.19 

２５ 朝読書の推進 （教育支援課）…P.19 

４７ 子ども読書活動の推進〔実行計画〕 （中央図書館）…P.27 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 学校図書館の学習・情報センター機能につい

て、今後さらなる充実を期待する。 

また、学校図書館支援員及び学校図書館司書

の配置については、本当によい方向に変わって

きている印象である。すでに校長会による取り

組みがあると聞いているが、教員の研修・研究

課題としても取り上げられるようにして、具体

的な学習との結びつきをいかに充実させていく

かが課題である。 

 

 

 

 

 

 

・ 朝読書の推進については、学校によっては 5

分間というところもあるようで、形骸化していな

いかという懸念を抱いている。実施率は高くて結

構だが、改めて事業目的を明確にし、効果的な取

り組みとなるよう指導されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 子ども読書活動の推進についてはさまざまな

努力をされているが、事業の周知・広報につい

て他の事業と連携するなど、さらに工夫できる

のではないか。 

 

・ 新宿区の学校図書館は、昨年度、文部科学省

が定める整備すべき標準蔵書冊数（学校図書館

図書標準）を全校で 100％達成し、学校図書館の

整備が着実に進んでいます。 

学校図書館の学習・情報センター機能の充実

については、調べ学習で参考となるような、授

業にも使える図書を積極的に購入するなど、

引き続き計画的な資料整備を行い、児童・生

徒の学習活動や教員の授業支援に応えられる

環境を整えてまいります。 

さらに、これらの取り組みを効果的に活用

できるよう、学習との結びつきを強化するこ

とをテーマに、今年度中に教職員を対象とし

た研修会を実施します。 

 

・ 朝読書は、朝の数分間を読書に充てることで、

主体的・意欲的な学習活動や、読書活動の充実

にもつながっていると考えています。ボランテ

ィア等と連携して実施している学校も多く、各

学校において積極的な取り組みがなされていま

す。しかし、ご指摘のように、朝読書を通じて、

日常的な読書活動につなげていくこと等が課題

です。今後は読書に関する調査や学校訪問の機

会を通じて、各学校における朝読書の実施状況

を把握するとともに、その内容の充実にも努め

ていきます。 

 

・ 子ども読書活動の推進に係る各事業の周知及

び広報については、「広報しんじゅく」をはじ

め、「しんじゅくの教育」や「あ・そ・ま・な」

等様々な広報媒体でお知らせするために、区政

情報課や子育て支援課等と連携していますが、

更なる充実を図ってまいります。また、中央図

書館及び関係各課のホームページを活用し、広

く区民の皆様に周知していきます。 
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④ 特別支援教育の推進 

６７ 特別支援教育の推進〔実行計画〕 （教育支援課）…P.35 

６８ 巡回指導・相談体制の構築〔実行計画〕 （教育支援課）…P.35 

６９ 情緒障害等通級指導学級の設置〔実行計画〕 （学校運営課）…P.35 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 特別支援教育の推進について、個別の教育支

援計画の策定・活用は行われるようになってき

たが、本人と支援する側の「個」の問題の域を

脱していない。しかし、重要なのは、その教育

支援計画が実施されることによって、本人と周

りの子どもたちがどのように変わっていき、そ

の成長過程が通常学級においてどのように活か

されていくのかである。「個別だが個別ではな

い」という認識が必要であり、今後、学校現場

でのそのような意識の普及を期待する。  

また、教職員の理解度という観点から、特別

支援教育のコーディネーターが機能しているこ

とが重要であるとともに、コーディネーターの

みに任せきりであってはならず、いかに学校全

体としての取り組みにしていくかが課題であ

る。 

・ 平成 28 年度より、すべての小学校に特別支

援教室を設置するとともに、3～4校を 1つの

ブロックとし、その中に拠点校を 1 校設け、

拠点校に配置された教員がブロック内の学校

を巡回し指導を行う、新たな体制による特別

支援教育を推進します。 

これにより、支援を要する児童の支援を通

級指導学級に委ねるのではなく、すべての学

校において、児童に関わるすべての人（教員・

保護者・子ども・地域）が、児童の特性の多

様性を理解し、一人ひとりに必要な環境整備

や支援を行う、よりきめ細かな支援体制の構

築を目指していきます。 

また、特別支援教育コーディネーターに任

せきりにするのではなく、学校全体で取り組

む特別支援教育を推進するため、各学校で行

う研修活動の強化に努めていきます。 

 

＜その他の事業について＞ 

 

３ 効果的にＩＣＴを活用した授業の推進 （教育支援課・各学校）…P.11 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ ＩＣＴ（情報通信技術）は導入したものの、

活用している学校とそうでない学校があった

り、活用している場合であっても、あくまで教

員の説明用として用いられているに過ぎないこ

とが多い。具体的には板書の時間が短縮される

程度で、区全体として活用されるにはまだ課題

がある。 

・ ＩＣＴを活用した授業を 1 日 1 回以上行って

いる教員の割合は 9 割を超えており、利用は進

んでいると考えていますが、さらなる活用を推

進していきます。今後はＩＣＴの活用を「使う」

から「使いこなす」へ発展させるため、ＩＣＴ

支援員によるサポートや研修、授業支援等を継

続的に実施し、教員のＩＣＴ活用能力の向上を

支援していきます。 
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４ 習得・活用・探究型の学習指導の充実 （教育指導課・各学校）…P.11 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 他自治体のある学校では、授業中に校舎に入

ると子ども同士の話し合う声が聞こえてくる

が、新宿区の学校は非常に静かである。現在展

開されている授業の多くは習得型、つまり教員

の説明で終わってしまっていて、活用・探究型

の授業には程遠い。なかには活用・探究型の授

業を展開されている教員もいるが、もっと子ど

もたちに考えさせ、活動させるような授業が展

開されるべきである。 

・ 児童・生徒が主体的に学習に参加する活用・

探究型の授業を推進するには、教員が研究授業

等を通して具体的な授業のイメージを持つこと

が有効です。そのためには、新宿区教育研究会

の授業研究や校内のＯＪＴを活用し、実践的な

指導力の向上を図ることが効果的であると考え

ています。これらの機会を活用しながら、研究

会への指導主事の派遣や、ＯＪＴと連動した学

校支援アドバイザーの助言等により、活用・探

究型の授業が充実するための継続した取り組み

を行っていきます。 

 

８ 家庭学習のすすめ （教育支援課）…P.13 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 他自治体の例では、家庭学習の手引きを各学

校で作成し、子どもたちに配布している。家庭

学習をより効果的なものにするには、それを支

える何らかの手段が必要であり、今後の検討課

題としていただきたい。 

・ 家庭学習のすすめについては、新宿区教育ビ

ジョンのリーフレットに引き続きメッセージを

掲載するとともに、家庭学習の習慣の大切さや

取り組み方等についての印刷物を作成し、全

小・中学校の児童・生徒を通じて各家庭に配布

します。他自治体の事例も参考にしながら、家

庭学習をより効果的なものにする手法を検討し

ていきます。 

 

２１ 体験的な活動の充実 （教育支援課・各学校）…P.17 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 移動教室等の宿泊体験は、2 泊 3 日と 3 泊 4

日とでは、教育効果が全く異なる。2泊 3日であ

れば人間関係が多少辛くても我慢してしまう

が、3泊 4日ではそうもいかないため、急にトラ

ブルが増えるが、結果として人間関係の質が変

わると感じている。人権教育にも通じるところ

であるが、異なる意見のなかで、どう折り合い

をつけ支え合いながら人と付き合っていくかを

学ぶようになる。教員の負担もあると思うが、

検討していただきたい。 

・ 移動教室等の宿泊体験の日数が増えること

は、望ましい人間関係を築くという視点から

も、教育効果は大きいと認識しています。しか

し、区立学校全体の移動教室の日程を調整した

り、各学校における他の行事とのバランスを保

つ必要等から、現時点では、2 泊 3 日を超える

宿泊体験の実施は難しい状況にあります。 

今後は、より豊かな人間関係を築き、深める

ことのできるプログラムをさらに多く取り入

れるなど、体験活動等の内容面の充実を図り、

より高い教育効果の確保を図っていきます。 
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５７ 学校経営力の向上 （教育指導課）…P.31 

６２ 学校支援アドバイザーの派遣［実行計画］ （教育指導課）…P.33 

６３ 経験と職層に応じた研修の充実 （教育指導課）…P.33 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 「学校経営力の向上」については学校の組織

力の強化を、「学校支援アドバイザーの派遣」に

ついては教員の授業力の向上を目指していると

捉えているが、それぞれを今後どのように発展

させていくのか。 

例えば若手教員の指導は学校現場のＯＪＴに

委ねるのか、あるいは安心して相談できるよう

な学校外の組織を活用するのか。 

退職した校長が学校支援アドバイザーとして

学校を支えていく仕組みは新宿区から始まり、

今や他区市でも行われるようになっている。ぜ

ひ、うまく発展させていって欲しい。 

・ 学校支援アドバイザーの派遣は若手教員の育

成に加えミドルリーダーの育成も担っており、

経験と職層に応じた研修の機会の一つとして機

能しています。新宿区立学校では若手教員の割

合が高まっており、管理職と学校支援アドバイ

ザーが連携して校内での人材育成を図ることが

重要です。 

学校支援アドバイザーを派遣する目的等につ

いては、毎年度、管理職に説明し、連携した指

導を依頼しています。また、教育指導課指導主

事と学校支援アドバイザーとの連絡会を定期的

に設定しています。 

今後もこの連絡会を有効に活用し、ＯＪＴと

若手研修会(初任者、2・3 年次研修)や各種研修

会との有機的な連動を図っていきます。 

 

５６ 教育課題研究校の指定［実行計画］ （教育指導課）…P.31 

課題１２ 教員の授業力の向上 全般 …P.33 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 各学校における校内研修は、もっと活発であ

るべきだ。同時に、新たな授業展開には、理想

的な授業のイメージが欠かせない。 

教員が互いの授業を見合ったり、ベテラン教

員がその経験を若手に伝えていくといった校内

研修の要望が、教員から自発的に湧き上がるよ

うな風土が醸成されていることが大切ではない

か。 

また、そうした研修が取り組みとしてきちん

と位置づけられ、授業研究会への支援や、他校

の授業を視察できるような時間確保や出張費の

面からの支援も必要である。 

・ 教育課題研究校は、教育委員会とともに区の

教育課題に関する調査研究・実践研究を行って

います。2年間の研究指定を行い、研究発表会及

び公開授業を行うことで、区立学校の教員が研

究成果を共有することができる機会です。教育

課題研究校の取り組みが各学校への刺激とな

り、自主的・自発的な研修や研究へと発展する

ことが期待できます。 

また、校内研修の充実を図るため、研究主任

会(年 2 回)の内容をさらに実践的なものにする

とともに、情報交換を行い、各校の研究活動の

充実を図っていきます。 

さらに、各教科・領域の全国規模の研究大

会等について、教育委員会からも積極的に情

報提供を行い、教職員が先進地区の授業を参

観する機会を確保していきます。 
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＜総括的な意見＞ 

 

  ●児島 邦宏 氏 

知識や技能を習得する学習については、人員配置等含めて非常にうまく機能している。今後は活

用・探究する学力の育成にどのように力を入れていくかが重要であり、そのためには、教員の指導

力・授業力の向上が欠かせない。この実現のため、研究や研修をはじめとして、教員が日常的に、

自ら学校を変えていくことができるような体制づくりを支援していくとともに、事業間の連携・統

合・見直しを行い、より効果的に推進していく必要がある。 

 

  ●菅野 靜二 氏 

新宿区教育ビジョンは大変丁寧に作られており、それを誠実に実行したことは評価できる。一方

で、実際に教育そのものを動かし、変えていくのは学校現場であることを忘れてはならない。教員

の 4人に 1人が 5年以下の経験歴であることを踏まえても、これまでの成果とノウハウをいかに継

承していくかが重要である。過去に作成された「指導の手引き」や研究資料等を電子データで保管

し、学校がいつでも活用できるようにすることも大切である。 

また、成果とは数字ではなく、児童・生徒がどう変わってきているのかについて検証し、広めて

いくことであるという認識に立って、事業ごとの連携を図っていく必要がある。 

 

  ●勝野 正章 氏 

新宿区教育ビジョンについては、この数年でとても整理されてきた。 

ここで、教員が生き生きと働けることの重要性について、改めて考える必要があるのではないか。

日本の教員が一番長く働いているにも関わらず、自己効力感が低いというＯＥＣＤの調査結果を踏

まえなければならない。新宿区の教員が、新宿区の学校で働き続けたいという思いを他自治体の教

員にも勧めることが出来るくらいに、主体性と積極性をもって新宿区の学校教育をつくりあげてい

く努力と、それを支えるしくみづくりが必要である。そして、これこそが授業を変えることに直結

し、子どもたちに自発的な学びをもたらし、最終的に子どもたちの教育の質を高めるものと考える。 
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